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2はじめに

◼ 需給調整市場において、2024年度から新たに一次・二次①・二次②の取引が開始され、優れた調整能力を持つ
揚水発電についても応札が期待されるところ。

◼ 他方、需給調整市場では揚水発電による応札は少なく、高速商品である一次・二次①に対する応札は特に少ない
状況となっており、調整力提供者ヒアリングならびにアンケートでは、揚水発電特有の理由により、応札を控えていると
いったご意見も頂いていたところ。

◼ これらの状況を踏まえて、第47回本小委員会（2024年5月15日）において、揚水発電による応札について課題
の深堀り（問題構造の分析）を実施し、考えられる対応の方向性、ならびに対応について検討を進めることとした。

◼ 今回、調整力提供者に揚水発電の応札を促すにあたり、早期かつ期間限定でどのような対応が取れるか、検討した
ため、ご議論いただきたい。
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◼ 今後早急に、国とも連携（役割分担）しながら、各種対応策の検討について、対応の方を進めていく。

出所）第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf

A.調達募集量の見直しの具体案
【a】週間・前日断面で算定される

必要量に対して一定の割合を
乗じることで募集量を圧縮

【b】余力活用契約による調整力
確保見込み量を踏まえて募集量
を設定

【c】三次②についても、調達量を
3σ→1σ相当に減らし、不足分
は余力活用契約により確保

（参考） 本検討（揚水応札拡大方策）の位置付け

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf


4（参考） 調整力提供者へのヒアリング結果（一次、二次①の並列必須要件について）

出所）第46回需給調整市場検討小委員会（2024年3月26日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_46_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_46_haifu.html


5（参考） 調整力提供者へのアンケート結果

出所）第47回需給調整市場検討小委員会（2024年5月15日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html


6（参考） 需給調整市場における検討課題について

出所）第47回需給調整市場検討小委員会（2024年5月15日）参考資料1をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html
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1. 揚水応札に関する課題と対応の方向性（振り返り）

2. 対応策の論点
ー１．対応策①に関する論点
ー２．対応策②に関する論点
ー３．対応策全体に関する論点

3. 調整力提供者（揚水発電）へのヒアリング結果

4. まとめ

目次
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1. 揚水応札に関する課題と対応の方向性（振り返り）

2. 対応策の論点
ー１．対応策①に関する論点
ー２．対応策②に関する論点
ー３．対応策全体に関する論点

3. 調整力提供者（揚水発電）へのヒアリング結果

4. まとめ

目次



9揚水応札に関する課題と対応の方向性（１／２）

◼ 第47回本小委員会において、揚水に関する課題の深掘り（問題構造分析）を実施し、BGが応札できない理由と
して、大きく2つの課題があるとしていたところ。

➢ 課題①：ΔkWのためのポンプアップ原資をどのように確保するか（確保手段が限られると、リスクと捉え、応札量を減少させる）

➢ 課題②：並列必須なΔkW（一次・二次①）に応札した場合、揚水最低出力の並列ならびに電源態勢の持替えが発生

◼ このうち課題②については、一次、二次①の並列要件有無が課題なのではなく、週間断面では系統並列時の電源
態勢の持替えが確約できないため、アセスメント違反や計画不一致リスクを背負ってまで応札できないというのが
週間断面で一次、二次①を応札できない本当の課題であると分析したところ。

出所）第47回需給調整市場検討小委員会（2024年5月15日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html


10揚水応札に関する課題と対応の方向性（２／２）

◼ これら週間断面で一次、二次①を応札できない本当の課題に対し、考えられる対応の方向性として、以下を提示。

➢ 対応策①：TSOが、余力活用電源で代替ΔkWを用意する

➢ 対応策②：TSOが、最低出力分を系統並列（上げ調整）し、持ち替え先も用意（下げ調整）する

◼ 一方、こうした対応策の実現にあたっては、具体的な実務（アセスメント・ペナルティ）や電源態勢の構築等について
整理する必要があり、前日取引化（2026年度）で一定程度は緩和されることを踏まえると、早期かつ期間限定の
対応として何ができるか、国とも連携しながら、具体的な対応方法について示すこととしていた。

出所）第47回需給調整市場検討小委員会（2024年5月15日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html
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1. 揚水応札に関する課題と対応の方向性（振り返り）

2. 対応策の論点
ー１．対応策①に関する論点
ー２．対応策②に関する論点
ー３．対応策全体に関する論点

3. 調整力提供者（揚水発電）へのヒアリング結果

4. まとめ
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12対応策の概要について

◼ 通常、調整力供出にあたり並列が必要な（一次、二次①を供出する）場合には、調整力提供者は最低出力等
の供給力を小売BGに販売かつ実需給時に系統並列をした上で、余力をΔkWとしてTSOに提供する。

◼ 対応策①については、調整力提供者が最低出力等の供給力を準備できなかった場合に、TSOが余力活用電源で
代替ΔkWを確保すること（TSOポンプアップによる供給力確保含む）によって、調整力必要量を充足させるもの。

◼ 対応策②については、調整力提供者が最低出力等の供給力を準備できたものの、運用できる状態（並列状態）
にできなかった場合、TSOが余力活用契約に基づき揚水発電を並列し調整力必要量を充足させるもの。

◼ 以降の頁で、それぞれの対応策の論点ならびに実現方法について検討した。

BG発電
計画

揚水G

50

BG発電
販売計画

ΔkW

50

【通常】 【対応策①】 【対応策②】

火力G

最低50

定格100

0

ΔkW

揚水G

最低50

定格100

50

T
S
O

B
G

BG発電
計画

揚水G

最低50

定格100

50

予め調達した
ΔkWを用いて
調整力運用

BG発電
計画

揚水G

最低50

BG発電
販売計画

定格100
ΔkW

ΔkWを応札した
ものの、販売分
含めて、供給力
確保できなかった

TSOが
代替ΔkW確保
及び調整力運用

ΔkW

BG発電
計画

揚水G

最低50

BG発電
販売計画

定格100
ΔkW

50

販売分も含めた
供給力確保

できたが、販売
先がなかった

TSOが当該揚発を
並列しΔkW確保
及び調整力運用



13

1. 揚水応札に関する課題と対応の方向性（振り返り）

2. 対応策の論点
ー１．対応策①に関する論点
ー２．対応策②に関する論点
ー３．対応策全体に関する論点

3. 調整力提供者（揚水発電）へのヒアリング結果

4. まとめ

目次



14対応策①の全体像（論点整理）

◼ 対応策①に関する全体のスケジュールは以下のとおり。

◼ 調整力提供者（揚水発電）は、需給調整市場にΔkWを入札するとともに、卸電力市場や相対取引等を活用し、
最低出力等の供給力（ΔkW発動分を含む）を確保することとなる。

◼ 他方、対応策①では、調整力提供者（揚水発電）がその供給力が確保できなかった場合に、TSOが代替ΔkWを
確保すること（TSOポンプアップによる供給力確保含む）で、実需給における調整力運用を実施することとなる。

◼ そのため、以下の論点について検討を行った。

➢ 【論点①ー１】 調整力提供者（揚水発電）がいつ通知するか（TSOがいつからΔkWを確保できるか）
➢ 【論点①ー２】 ΔkWを供出できない揚水のアセスメントと精算をどのように実施するか

週間（火曜）
需給調整市場

前日10時
スポット市場

前日14時
需給調整市場

前日17時以降
時間前市場

GC～
実需給

実需給後

揚水発電による
ΔkWの入札
（一次～三次①）

揚水発電にとっての
供給力確保機会

揚水発電による
ΔkWの入札
（三次②）

揚水発電にとっての
供給力確保機会

GCまでにTSOが
代替ΔkWを確保

アセスメントならびに
ΔkWの精算

揚水G

ΔkW

揚水G 火力G

ΔkW

揚水G

最低50

定格100
揚水G

ΔkW

最低50

定格100
揚水G

ΔkW

最低50

定格100
揚水G

ΔkW

最低50

定格100

【論点①ー１】
調整力提供者（揚水発電）がいつ通知するか

（TSOがいつからΔkWを確保できるか）

【論点①ー２】
ΔkWを供出できない揚水のアセス
メントと精算をどのように実施するか

【対応策①の全体スケジュール】



15【論点①ー１】 調整力提供者（揚水発電）からの通知タイミング

◼ 対応策①の通知タイミングをいつにするのかについては、揚水発電のΔkW供出不可がいつ判明するか、言い換えると
いつ調整力提供者が供給力を確保できなかったと判断するかという点と、通知されたTSOが何時であれば代替ΔkW
確保が可能かという点の二つを検討する必要がある。

◼ 前者については、供給力確保自体は前日17時以降の時間前市場でも可能であるものの、実態として供給力取引
の大宗はスポット市場であること、ならびに前日12時に前日BG計画が提出されることを踏まえると、前日12時には
（あるいはそれまでに）調整力提供者が供給力を確保できないと判断する蓋然性が高まっていると考えられる。

◼ また、後者については、TSOによるΔkWの代替確保、すなわち余力活用による調整力確保のスキームは、基本的に
15時からの実施としていることを踏まえると、それまでの時間帯に通知されることが望ましい。

◼ 以上を踏まえると、一次、二次①が含まれる落札済週間商品について、調整力提供者（揚水発電）が供出不可
と判断した場合、前日12時～15時までに、その旨をTSOに通知することとしてはどうか。



16【論点①ー２】 ΔkW供出できない揚水のアセスメントと精算

◼ 通常、ΔkW供出できない状況にある電源に対しては、アセスメントⅠによりリクワイアメント未達成となり、ペナルティ
（1.5倍）が課されることとなる（調整力提供者は、総額としてΔkW落札価格×0.5の支払いとなる）。

◼ この点、対応策①の考え方（前提）として、ΔkW供出ができない状況でもよい（それを対応策として許容する）と
していることを踏まえると、ペナルティを課さないことも考えられる。

◼ 一方で、TSOが代替ΔkWを確保するために要する費用とΔkW供出できない揚水発電にΔkW費用を支払うことは、
ΔkW費用の二重払いとなり、託送費用増大ひいては社会コスト増大に繋がる。

◼ これらについては、類似事例として、系統混雑に伴う代替ΔkW確保（系統混雑により約定したΔkW供出できず、
TSOが代替ΔkW確保）というスキームがあり、その費用負担については、「約定ΔkW費用は特定負担（ΔkW
費用の支払いなし）、代替ΔkW費用は一般負担」と整理されている。

◼ 上記を踏まえ、ΔkW供出できない揚水（対応策①）においても、調整力提供者（揚水発電）にΔkW費用を
支払わないこと（ペナルティ1倍と同義）としてはどうか（また、代替ΔkW費用は一般負担）。

◼ また、調整力提供者（揚水発電） から通知があった時にΔkW費用を支払わないことが確定することを踏まえると、
アセスメントについては実施しない整理としても、特段の問題は生じないと考えられる。
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◼ 需給調整市場において、系統混雑影響により約定したΔkW価値が発揮できず、代わりとなる調整力（代替ΔkW）
を確保する必要が生じる可能性がある。

◼ この対応（費用負担）としては、約定ΔkW費用は特定負担とし、代替ΔkW費用は一般負担とすることが、過去の
審議会において整理されている。

出所）第75回 制度検討作業部会（2023年1月27日） 資料4
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/075_04_00.pdf

（参考） 系統混雑に伴う代替ΔkWの確保

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/075_04_00.pdf


18

1. 揚水応札に関する課題と対応の方向性（振り返り）

2. 対応策の論点
ー１．対応策①に関する論点
ー２．対応策②に関する論点
ー３．対応策全体に関する論点

3. 調整力提供者（揚水発電）へのヒアリング結果

4. まとめ

目次



19対応策②の全体像（論点整理）

◼ 対応策②に関する全体のスケジュールは以下のとおり。

◼ 調整力提供者（揚水発電）は、需給調整市場にΔkWを入札するとともに、卸電力市場や相対取引等を活用し、
最低出力等の供給力（ΔkW発動分を含む）を確保し、最低出力等の供給力を販売することとなる。

◼ 他方、対応策②では、その供給力の販売ができなかった（BG計画上、系統並列できなかった）場合には、TSOが
調整力指令により系統並列することで、実需給における調整力運用を実施することとなる。

◼ そのため、以下の論点について検討を行った。

➢ 【論点②ー１】 調整力指令による系統並列に伴うΔkW費用の扱いをどうするか
➢ 【論点②ー２】 調整力指令で系統並列した揚水のアセスメントと精算をどのように実施するか

週間（火曜）
需給調整市場

前日10時
スポット市場

前日14時
需給調整市場

前日17時以降
時間前市場

GC～
実需給

実需給後

揚水発電による
ΔkWの入札
（一次～三次①）

揚水発電にとっての
供給力確保機会

揚水発電による
ΔkWの入札
（三次②）

揚水発電にとっての
供給力確保機会

TSOが調整力指令に
より系統並列する

アセスメントならびに
ΔkWの精算

揚水G

ΔkW

販売 揚水G

最低50

定格100
揚水G

ΔkW

最低50

定格100
揚水G

ΔkW

最低50

定格100
揚水G

ΔkW

最低50

定格100

50 50

【論点②ー２】
揚水のアセスメントと精算を
どのように実施するか

【対応策②の全体スケジュール】

揚水G

ΔkW

50

ΔkW
アセス
メント
範囲

【論点②ー１】
系統並列に伴うΔkW
費用の扱いをどうするか



20【論点②ー１】 調整力指令による系統並列に伴うΔkW費用の扱い

◼ 対応策②については、TSOが最低出力分を系統並列（上げ調整）し、持ち替え先も用意（下げ調整）すること
で、費用（V1/V2の値差）が発生し、このうちV1費用については調整力提供者（揚水発電）に支払われる。

◼ この点、そもそも対応策②に至る状況（販売先がない状況）がどのようなケースで生じるかを考えると、週間断面で
想定していた市場価格と実際の市場価格にズレが生じた際に、最低出力分が不落となった場合等※が考えられる。

◼ 上記のように、調整力提供者（揚水発電）として販売先確保のため努力したと考えられること、ならびに上げ調整で
あっても、水（≒燃料）を消費した上でΔkW供出を行っている（価値を発揮している）ことを踏まえると、対応策②
においては、調整力提供者（揚水発電）に対してΔkW費用を支払うこととしてはどうか。

※ 市場価格のズレに伴い、他の時間帯の方が経済的になった（バランスを変更した）ケースは、
そもそも最低出力等の供給力を準備できなかった場合であり、対応策①に該当する。

揚水G

ΔkW

最低50

定格100

50

限界費用：10円/kWh
市場価格想定：11円/kWh
⇒差分を逸失利益としてΔkWに応札
ΔkW応札：1円/kWh

揚水G

ΔkW

最低50

定格100

限界費用：10円/kWh
市場価格：9円/kWh
⇒スポット市場に応札するも

不落になり販売先なし

揚水G

ΔkW

最低50

定格100

V1単価：11円/kWh
⇒最低出力分を調整力指令で

上げ調整し事後精算

50

【週間需給調整市場応札時点】 【前日スポット市場応札時点】 【実需給】



21【論点②ー２】 調整力指令で系統並列した揚水のアセスメントと精算

◼ 一次・二次①として約定した電源は並列必須要件があるため、アセスメントⅠにおいては、余力がΔkW約定量を
上回っていることだけでなく、最低出力以上の発電計画となっていることも合わせて確認している。また、アセスメントⅡ
においては、発電計画を基準にΔkW約定範囲内の応動確認を行っている。

◼ 対応策②を行った場合、発電計画自体はゼロであることから、そのままでは、アセスメントⅠにおいては不適合となり、
また、アセスメントⅡにおいては、適切な範囲での応動確認ができない課題が生じる。

◼ この点、ΔkW 費用を支払っていることを踏まえると、本来的には適切にアセスメントを行うことが望ましいものの、それ
を可能とするシステム対応（基準値を変更したアセスメント等）には相当（数年単位）の時間を要することから、
今回の対応策が早期かつ期間限定であることに鑑み、アセスメントⅠ・Ⅱ共に実質的なアセスメントフリーを許容する
こととしてはどうか。

【一次・二次①のアセスメントⅠ】

揚水G

ΔkW

最低50
（基準）

定格100

【一次・二次①のアセスメントⅡ】

余力活用契約により他の機能を使用する場合は、複合商品と
してアセスメントを実施するものの、計画がゼロの場合、適切な
アセスメント範囲にならない
⇒対応策②においては、アセスメントフリーとする

複合商品の
許容範囲

並列必須要件のある商品は、最低出力未満の計画の
場合、アセスメントⅠ違反と判定する。
⇒対応策②においては、アセスメントフリーとする

揚水G

ΔkW

最低50
（基準）

定格100

アセスⅠ：〇

揚水G

ΔkW

0
（基準）

定格100

アセスⅠ：×

揚水G

ΔkW
０

（基準）

定格100

適切なアセスⅡの範囲
の設定ができない

※ また、対応策②については、TSOのシステム対応の都合上、属地TSOと一次調整力
相当以外の調整力機能で余力活用契約を締結していることが必要。



22（参考） 指定水位幅の考え方

◼ BGは、ΔkW約定分や余力活用の範囲を考慮した水位の上下限を、1日1点等でTSOに通知している。

◼ 対応策②においては、TSOが並列したうえで調整力として活用することから、最低出力等までの供給力も活用する、
言い換えると水位を下げる運用を行う。

◼ そのため、調整力提供者は、販売先が見つからず対応策②とする場合には、水位の上下限幅も広げる必要がある。

24:00

水位

0:00

BGによる
上池水位の計画

12:00

1点の水位の上下限

【販売先がある場合】

24:00

水位

0:00

BGによる
上池水位の計画

12:00

1点の水位の上下限

【販売先がない場合（対応策②）】

ΔkW約定 ΔkW約定



23
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24

◼ 前述の対応策①・②については、調整力提供者（揚水発電）に対し、新たな義務を課すものではなく、応札リスク
軽減に資する新たな選択肢を与えているものであることに留意。

◼ これらは取引規程外の対応であるため、調整力提供者と一般送配電事業者間で締結している揚水発電に関する
申合書等（取引規程に定めのない細目的事項について記載）の改定により、詳細※を定めた上で開始する必要。

◼ その上で、どういったケースがそれぞれの対応策に該当するのか（一例）については、下表のとおり。

※ 例えば、具体的な業務フローや、不適切行為に関する取扱い等について定めることが考えられるか。

本対応策の建付けと適用例について

ケース（下記は一例） 適用される対応

ポンプ原資調達および発電（最低出力分）の販売がスポット市場で約定できた場合 通常の運用

スポット入札前に、ポンプ原資調達および発電（最低出力分）の販売がスポット市場で約定
される可能性が低いと考え、入札しなかった場合（約定に伴う不経済を避けたい場合含む）

対応策①

供給力（上池水位）は確保できているものの、別時間帯で発電するほうが経済的と判断し、
ΔkW約定時間帯での発電（最低出力分）販売分のスポット入札を行わなかった場合

対応策①

混合揚水等において、週間の天候予測（河川流入量）が外れ、前日段階において、ΔkW
約定時間帯での発電（最低出力分）実施が難しいと判断した場合

対応策①

スポット市場等でポンプ原資は調達できたものの、発電（最低出力分）の販売分について
約定しなかった（できなかった）場合

対応策②



25対応策①・②の関係性について

◼ また、対応策①と対応策②の関係性（適用フロー）についても検討を行った。

◼ 前述のとおり、新たな選択肢として、調整力提供者（揚水発電）自身の状況（判断）に応じて、対応策①・②を
使い分けることになると考えられるため、適用フローとしては、調整力提供者（揚水発電）が、通知タイミングにおいて
TSOに連絡する際に、対応策①か対応策②かを伝えることによって、両者を使い分けることとしてはどうか。

【揚水発電における対応策①・②の適用フロー】

供給力（上池水位）を確保できたか

前日12~15時に連絡

対応策①適用

販売先を確保できたか

約定ブロック開始1時間前までに連絡
対応策②適用

No

No

Yes

Yes

通常の運用



26本対応策の適用対象や適用時期について

◼ 本対応策は、優れた調整能力を持つ揚水発電において、一次・二次①が応札しづらいといった課題に対する内容で
あることから、適用対象商品については、一次、二次①の単独商品ならびに一次、二次①が含まれる複合商品への
応札時に限定※することが妥当と考えられる。

◼ 一方で、適用対象リソースという観点では、本対応策は技術的に揚水発電にしか適用できない内容ではないため、
他の火力や蓄電リソースに対して適用するかは論点となり得る。

◼ また、本対応策は、早期に調整力提供者（揚水発電）の応札を促すための施策である一方、将来的に応札不足
が解消（緩和）されたタイミングにおいても継続するかも論点となり得る。（例えば、前日取引化（2026年度）の
時点で取り止め、あるいは応札不足が解消（緩和）されたと判断できた時点で取り止め等が考えられる）

◼ この点、足元の重篤な応札不足の状況も踏まえた、総合的な判断が必要とも考えられるため、引き続き、国において
本対応策の適用対象や適用時期について整理いただくよう連携することとしてはどうか。

※ また、対応策②については、TSOのシステム対応の都合上、属地TSOと一次調整力
相当以外の調整力機能で余力活用契約を締結していることが必要。
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28調整力提供者（揚水発電）へのヒアリング結果について

◼ 今回の対応策①・②を導入する効果について、一部の揚水発電を有する調整力提供者にヒアリングを行ったところ、
リスクが低減されることに伴う、応札量増加は見込める（応札はしやすくなる）といったご意見をいただいた。

◼ 他方で、一次・二次①を含めた複合約定とする場合、ΔkW入札価格の算定が煩雑になる※のに対して、価格規律
に差がないため、応札するインセンティブが少ないといったご意見もいただいた。

◼ これらに関しては、誘導的措置や規制的措置含めて、今後検討を深めることも重要と考えられる。

ヒアリング意見

ポンプ原資が確保できないリスクを考慮して応札を控えているところもあるため、応札の増加が見込める場合もある。

三次①の応札を行っているが、価格競争力がないブロックにおいては三次①が約定しないこともあるため、そういう
場合は（今回の対応策で一次・二次応札のリスクが低減しているため）、三次①の応札量を減らして高速商品
に応札する選択肢もできる。

三次①と一次・二次①との複合で応札する場合は、三次①のみを応札する場合と比較して、最低出力の分だけ
応札量が減ることにより、金銭的メリットが減ってしまう。

現在、三次①や二次②を中心に応札しているが、一次・二次①を含めた複合約定とする場合、ΔkW入札価格
の算定が煩雑になる※のに対して、価格規律に差がないため、応札するインセンティブが少ない。

ツールの改修が必要なため、応札開始までは数か月程度かかる見込み。

前日のスケジュールがかなりタイトなため、対応策①での判断および通知に対応できるかは検討が必要。

※ 並列状態にしておくことによる最低出力分の考慮が必要となるため。



29（参考） 入札方法による金銭的メリットの比較について

◼ 同一リソースで、三次①のみ入札した場合と、三次①と一次・二次①を複合入札した場合の比較は下記のとおり。

◼ 複合入札とすることで、最低出力分だけ一定額（0.33円/kW・30分＝0.66円/kWh）による金銭的メリットが
減少するという意見もあったが、kWh取引も含めて収支を考えると、金銭的メリットは同じであるとも考えられる。

◼ 他方で、複合入札とするインセンティブは調整力提供者側には少ない（右のケースにおいて、単一商品に入札しても
収支は変わらない）ため、別途、誘導的措置や規制的措置も含めて、今後検討を深めることが重要と考えられる。

【三次①のみ入札する場合】

100

最低出力
50 100MW

【三次①と一次・二次①の複合入札とする場合】

100

50

発電計画

50MW

0 0

三次①発電計画

全量卸市場に入札
kWh 100kW
ΔkW 0kW

kWh収入
100×(12-10)=200円

ΔkW収入
0円

合計 200円

Nコマ N+1コマ

全量ΔkWに入札
kWh 0kW
ΔkW 100kW

kWh収入
0円

ΔkW収入 ※逸失利益＋一定額
100円(11-10)+100×0.66円=166円

合計166円

100

発電計画

0

最低出力
50

Nコマ

最低出力以上をΔkWに入札
KWh 50kW
ΔkW 50kW

kWh収入
50×(12-10)=100円

ΔkW収入 ※逸失利益＋一定額
50×(12-10)※+50×0.66=133円

合計233円

N+1コマ

最低出力以上をΔkWに入札
kWh 50kW
ΔkW 50kW

kWh収入
50×(11-10)=50円

ΔkW収入 ※逸失利益＋一定額
50×(11-10)※+50×0.66=83円

合計133円

50MW

市場価格想定12円
限界費用10円

市場価格想定11円
限界費用10円

市場価格想定12円
限界費用10円

市場価格想定11円
限界費用10円

三次
①

一次・
二次①

三次
①

一次・
二次①

⇒2コマ合計：366円 ⇒2コマ合計：366円



30（参考） ヒアリング結果を踏まえた応札障壁と今後の対応について

検討アプローチ（案） No. 応札障壁（影響度が大きい順）

①技術的検討

1-1 リソースが揚水発電所等であり、調整力発動に係るリスクを回避するため

1-2 天候等による河川制約があるため（水力）

1-3 下げ代不足を回避するため

1-4 リソースが揚水発電所等であり、一次、二次①に関し並列必須要件ネックがあるため

1-5 卸市場と比較してインセンティブとペナルティのバランスが悪いため

1-6 複数ユニットの持ち下げ供出はインセンティブがない（リスクがある）ため

②金銭等対応

2-1 リソースが揚水発電所等であり、調整力発動に係るリスクを回避するため

2-2 起動費を取り漏れるリスクを回避するため

2-3 調整力供出コスト回収漏れリスクを回避するため

2-4 市況価格変動や需給変動リスクを回避するため

2-5 卸市場と比較してインセンティブとペナルティのバランスが悪いため

2-6 余力活用と比較して金銭的インセンティブが劣後しているため

2-7 ΔkW上限価格を超えた入札となるため

2-8 複数ユニットの持ち下げ供出はインセンティブがない（リスクがある）ため

2-9 電源差し替えに伴う価格再算定業務が煩雑なため

2-10 同一ユニットで単一入札する場合と複合入札する場合のインセンティブの差がない

：ヒアリングを通じて出てきた項目：今回取り組んだ項目

出所）第47回需給調整市場検討小委員会（2024年5月15日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html

◼ 今回、第47回本小委員会で示した応札障壁の1-4（1-2付随）について対応整理したことにより、一次・二次①
の応札リスクは減ったものの、価格規律に差がなく、複合入札による応札インセンティブがないといった意見も残った。

◼ これら残った課題に関しても、誘導的措置や規制的措置含めて、今後検討を深めることが重要と考えられる。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html


31（参考） 全商品調達開始以降(4/1～4/30）の約定量分析 (1/3)

◼ 揚水の約定結果については、エリアごとに差がある状態。

出所）第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）資料4
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf


32（参考） 全商品調達開始以降(4/1～4/30）の約定量分析 (2/3)

◼ 揚水の約定結果については、エリアごとに差がある状態。

出所）第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）資料4
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf


33（参考） 全商品調達開始以降(4/1～4/30）の約定量分析 (3/3)

出所）第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）資料4
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf

◼ 揚水の約定結果については、エリアごとに差がある状態。

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf
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35まとめ

◼ 今回、調整力提供者に揚水発電の応札を促すにあたり、早期かつ期間限定でどのような対応が取れるか検討した。

◼ 具体的には以下の2つの対応策が考えられる（適用対象商品は一次、二次①の単独商品ならびに一次、二次①
が含まれる複合商品への応札時に限定）。

➢対応策①は、調整力提供者（揚水発電）が最低出力等の供給力を準備できなかった場合、TSOが代替
ΔkWを確保することによって、調整力必要量を充足させる方法

➢対応策②は、調整力提供者（揚水発電）が最低出力等の供給力を準備できたものの、運用できる状態
（並列状態）にできなかった場合、TSOが並列し調整力必要量を充足させる方法

◼ これら提案した内容について、調整力提供者へヒアリングを行った結果、需給変動リスク等の低減により応札量増加
は見込めるものの、一次・二次①を含めた複合商品での応札を行うインセンティブが少ないといったご意見もあった。
（これらに関しては、誘導的措置や規制的措置含めて、今後検討を深めることも重要）

◼ 上記を踏まえ、本対応策の対象リソースや適用時期等については、国とも連携の上、引き続き検討を進めていく。


